
国　　　県

支　出　金

債) 95,400 

他) △ 4,970 

　

 他） △ 9,584 

 他) △ 9,584 

△ 2,754 

分担金及び負担金

繰入金

諸収入

△ 6,910

101,673

1,940

企
業
会
計

令和７年度

(単位 千円)

会　 計 　名 補　正　前 補　正　額 補　正　後

補　正　額　の　財　源　内　訳
財源内訳欄の｢その他｣
及び｢一般財源｣の内容

地　方　債
一 般 財 源

そ　の　他

一 般 会 計

（ 議 案 第 ５ 号 ）
101,673 

103,349 

内
　
訳

1,078 2,156 
「新しい地方経済・生活環境創生交付
金（デジタル実装型）」関連事業

1

3 その他事務事業 782,562 588,783 

2
「新しい地方経済・生活環境創生交付
金（第２世代交付金）」関連事業

44,445 

補　正　額　合　計 829,579 

10,000 

4,080,643 
水 道 事 業

（議案第６号）

合 計 4,080,643 416 4,081,059

4,081,059416 10,000 

令和７年５月30日

62,199

水道料金等 △ 9,584

71,156,915 829,163 71,986,078 652,060 

1,078

80,400 

△ 4,970 

債)

債)

他)

△ 15,000 



歳　　　　　　入
【一般会計】 (単位 千円、％)

1 16,628,549 16,628,549 23.1 

6,425,011 6,425,011 8.9 
個 人 市 民 税 5,309,291 5,309,291 7.4 
法 人 市 民 税 1,115,720 1,115,720 1.5 

8,832,202 8,832,202 12.3 

464,651 464,651 0.6 

905,972 905,972 1.3 

713 713 0.0 

2 674,977 674,977 0.9 

3 5,000 5,000 0.0 

4 79,000 79,000 0.1 

5 75,000 75,000 0.1 

6 209,000 209,000 0.3 

7 3,100,000 3,100,000 4.3 

8 13,000 13,000 0.0 

9 1 1 0.0 

10 35,000 35,000 0.0 

11 111,000 111,000 0.2 

12 14,300,000 14,300,000 19.9 

13,300,000 13,300,000 18.5 

1,000,000 1,000,000 1.4 

13 20,000 20,000 0.0 

14 244,342 △ 6,910 237,432 0.3 

15 1,010,207 1,010,207 1.4 

16 14,466,780 582,986 15,049,766 20.9 

17 5,229,270 69,074 5,298,344 7.4 

18 254,235 254,235 0.4 

19 1,570,101 1,570,101 2.2 

20 5,152,443 101,673 5,254,116 7.3 

21 1 1 0.0 

22 1,810,209 1,940 1,812,149 2.5 

23 6,168,800 80,400 6,249,200 8.7 

6,168,800 80,400 6,249,200 8.7 

0 0 0.0 

71,156,915 829,163 71,986,078 100.0

令和７年度　６月補正予算目的別内訳

款 現　 計　 予　 算　 額 補　　　正　　　額 計 構 成 比

地 方 消 費 税 交 付 金

市 税

市 民 税

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

市 た ば こ 税

入 湯 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

法 人 事 業 税 交 付 金

県 支 出 金

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

自 動 車 取 得 税 交 付 金

環 境 性 能 割 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

普 通 交 付 税

特 別 交 付 税

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

普 通 債 ・ 災 害 復 旧 債

特 例 地 方 債

合　　　　　計

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

市 債
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歳　　　　　　出
【一般会計】 (単位 千円、％)

1 議 会 費 365,462 618 366,080 0.5 

2 総 務 費 7,799,971 63,184 7,863,155 10.9 

3 民 生 費 27,195,310 538,520 27,733,830 38.5 

4 衛 生 費 6,132,089 6,132,089 8.5 

5 労 働 費 11,500 11,500 0.0 

6 農 林 水 産 業 費 2,221,913 33,054 2,254,967 3.1 

7 商 工 費 4,378,714 39,823 4,418,537 6.2 

8 土 木 費 6,301,527 130,500 6,432,027 9.0 

9 消 防 費 3,377,014 1,783 3,378,797 4.7 

10 教 育 費 6,489,363 21,681 6,511,044 9.1 

11 災 害 復 旧 費 596,500 596,500 0.8 

12 公 債 費 6,187,552 6,187,552 8.6 

13 予 備 費 100,000 100,000 0.1 

71,156,915 829,163 71,986,078 100.0 合　　　　　計

令和７年度　６月補正予算目的別内訳

款 現　 計　 予　 算　 額 補　　　正　　　額 計 構 成 比

－　2　－



歳　　　　　　出
【一般会計】 (単位 千円、％)

1 11,007,514 43 11,007,557 15.3 

6,797,193 6,797,193 9.4 

535,073 535,073 0.8 

3,675,248 43 3,675,291 5.1 

2 18,577,081 494,858 19,071,939 26.5 

3 6,187,551 6,187,551 8.6 

35,772,146 494,901 36,267,047 50.4 

4 11,590,577 105,403 11,695,980 16.3 

5 384,887 384,887 0.5 

6 4,778,027 54,700 4,832,727 6.7

1,028,245 1,028,245 1.4 

3,749,782 54,700 3,804,482 5.3 

7 1,002,409 1,002,409 1.4 

8 80,103 80,103 0.1 

9 1,234,231 1,234,231 1.7 

10 5,768,734 5,768,734 8.0 

11 100,000 100,000 0.1 

12 10,445,801 174,159 10,619,960 14.8 

（ う ち 人 件 費 ） (4,250) (4,250) (0.0)

1) 普 通 建 設 事 業 費 9,849,301 174,159 10,023,460 14.0 

補 助 事 業 費 4,222,637 61,420 4,284,057 6.0 

単 独 事 業 費 5,626,664 112,739 5,739,403 8.0 

2) 災 害 復 旧 事 業 費 596,500 596,500 0.8 

71,156,915 829,163 71,986,078 100.0 

令和７年度　６月補正予算性質別内訳

区　　　　　分 現　 計　 予　 算　 額 補　　　正　　　額 計 構 成 比

そ の 他

人 件 費

職 員 給

退 職 手 当

そ の 他

扶 助 費

公 債 費

小　　　　　計

物 件 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

下 水 道 事 業 関 係

合　　　　　計

積 立 金

投 資 及 び 出 資 金

貸 付 金

繰 出 金

予 備 費

投 資 的 経 費
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○「新しい地方経済・生活環境創生交付金（デジタル実装型）」関連事業
【一般会計】 (単位 千円)

国　県
支出金

地方債
その他

一般財源

1
7商工費
1)商工費
(3)地域開発推進費

新

コワーキングスペースにおけ
るスマート利用サービス構築
事業
　　　　　　【工業振興課】

0 2,156 1,078 1,078 2,156 

2,156 1,078 1,078 

【企業会計】 (単位 千円)

国　県
支出金

地方債
その他

一般財源

1
水道事業
2水道事業費用
1)営業費用

衛星画像を用いた漏水調査
事業
　　　　　　　 【水道課】

20,000 0 10,000 △ 10,000 20,000 

補正前額 補 正 額

補 正 額 の 財 源 内 訳

補正後額

「新しい地方経済・生活環境創生交付金（デジタル実装型）」採択に伴う財源更正

№
会　計　名

款・項
新
規

事　　　業　　　名 概　　　　　　　　　　　　　要

「新しい地方経済・生活環境創生交付金（デジタル実装型）」関連事業　　　　合　　　　計

本市ではコワーキングスペースを平日のみ開館しているが、今後さらなる利便性向上と効率的運営を図
りながら利用者の休日開館のニーズにも対応するため、オンライン予約・決済とスマートロックを連動
させたシステムを新たに導入する。

　　システム構築委託料　1,551千円　　システム使用料　605千円

令和７年度　６月補正予算　主要事業等内訳

№ 款・項・目
新
規

事　　　業　　　名 補正前額 補 正 額

補 正 額 の 財 源 内 訳

補正後額概　　　　　　　　　　　　　要

水道料金等
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○「新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代交付金）」関連事業（増額）
【一般会計】 (単位 千円)

国　県
支出金

地方債
その他

一般財源

1
2総務費
1)総務管理費
(9)企画費

「空飛ぶクルマ」も見据えた
新たな救急搬送体制づくり
事業
　【スマートシティ推進室】

147,527 36,239 18,120 18,119 183,766 

2
7商工費
1)商工費
(2)商工振興費

スタートアップ支援事業
　　【商業・駅まち振興課】

10,225 2,000 1,001 999 12,225 

3
まちなか回遊促進空き店舗
解消対策事業
　　【商業・駅まち振興課】

11,374 3,206 4,860 △ 1,654 14,580 

4
事業拡大・新分野進出・第二
創業等支援事業
　　【商業・駅まち振興課】

10,233 3,000 1,500 1,500 13,233 

44,445 25,481 18,964 

有識者や医療関係者等で構成する「空飛ぶクルマ」検討会及び専門家による検討において、これまで構
築してきているＱａａＳシステムの機能強化や2027年度末の実装を目指して主要離着陸場の確保に向け
た早急な検討が必要であるとの指摘がなされ、このたび国からそのための経費についても交付金による
支援が得られることとなったことから、所要の経費を計上する。
　
　　委託料　36,239千円（調査分析、システム運用）
　・「助かる命を増やす」ためのさらなる新技術実装によるＱａａＳシステムの高度化
　　①「救急搬送時のライブ配信システムの導入」「航空モビリティと地上(救急車等)との
      患者情報共有システムの導入」に係る医療情報共有・コミュニケーションサービス(ＪＯＩＮ)
　　　アプリの航空モビリティとの接続及びライブ動画送受信に伴うバージョンアップ、
　　　救急モビリティ運行管理サービスアプリの地図高度化のためのバージョンアップ、
　　　除細動器クラウドアプリのバージョンアップ（救急帳票連携機能強化)　　　　　　　9,804千円
　・「空飛ぶクルマ」の医療・防災分野での利用促進
    ①主要離着陸場の確保に向けた検討　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  25,000千円
　　②厚生労働省提出資料作成　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,435千円

起業・創業の補助金について当初の想定よりも多くの申請が見込まれるため、所要の補正を行う。

　【特定創業支援補助金】
　＜補助件数＞　７件　→　９件
　＜補 助 率＞　補助対象経費の２／３以内　　上限1,000千円／件

　　補助金　2,000千円

空き店舗活用の補助金について当初の想定よりも多くの出店・申請が見込まれるため、所要の補正を行
う。

　【まちなか空き店舗対策補助金】
　＜補助件数＞　①家賃補助　　５件　→　６件
　　　　　　　　②改装補助　　２件　→　３件
　＜補 助 率＞　①補助対象家賃の２／３以内　　上限２万円／月
　　　　　　　　②補助対象経費の２／３以内　　上限300万円／件

　　補助金　3,140千円　　広告料　66千円

事業拡大等の補助金について当初の想定よりも多くの申請が見込まれるため、所要の補正を行う。

　【事業拡大・新分野進出・第二創業等支援事業補助金】
　＜補助件数＞　10件　→　13件
　＜補 助 率＞　補助対象経費の２／３以内　　上限1,000千円／件

　　補助金　3,000千円

「新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代交付金）」関連事業（増額）　　　　合　　　　計

令和７年度　６月補正予算　主要事業等内訳

№ 款・項・目
新
規

事　　　業　　　名 概　　　　　　　　　　　　　要 補正前額 補 正 額

補 正 額 の 財 源 内 訳

補正後額
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○「新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代交付金）」関連事業（財源更正）
【一般会計】 (単位 千円)

国　県
支出金

地方債
その他

一般財源

1
2総務費
1)総務管理費
(9)企画費

祖母・傾・大崩ユネスコ
エコパーク推進事業
【地域・離島・交通政策課】

4,008 0 1,126 △ 1,126 4,008 

2
延岡こども未来創造機構
運営事業
　　　　　　【経営政策課】

46,200 0 800 △ 800 46,200 

3
7商工費
1)商工費
(2)商工振興費

地域通貨「のべおかＣＯＩ
Ｎ」運用事業
　　【商業・駅まち振興課】

46,747 0 919 △ 919 46,747 

4 (3)地域開発推進費
医療関連産業振興事業
【メディカルタウン推進室】

5,821 0 2,910 △ 2,910 5,821 

5 (5)観光費
祝子川温泉管理運営事業
　　　　　　【観光戦略課】

21,479 0 3,631 △ 3,631 21,479 

6
ユネスコエコパーク拠点施設
ホタルの館管理運営事業
　　　　　　【観光戦略課】

11,733 0 5,867 △ 5,867 11,733 

7
西郷隆盛ゆかりの地
プロモーション事業
　　　　　　【観光戦略課】

443 0 221 △ 221 443 

8
ツール・ド・九州2025大会
推進事業
　　　　　　【観光戦略課】

32,829 0 6,076 △ 6,076 32,829 

9
道の駅等多言語化推進事業
　　　　　　【観光戦略課】

1,518 0 759 △ 759 1,518 

10
祝子川温泉「美人の湯」施設
改修事業
　　　　　　【観光戦略課】

29,920 0 14,960 △ 15,000 40 29,920 

11 (6)地域雇用推進費
移住定住情報発信事業
【人材政策・
　　　　　移住定住推進室】

5,255 0 △ 49 49 5,255 

12
移住者コミュニティ創出事業
【人材政策・
　　　　　移住定住推進室】

8,527 0 △ 652 652 8,527 

13

国立成功大学付属台南工業
高級中等学校との交流事業
【人材政策・
　　　　　移住定住推進室】

755 0 150 △ 150 755 

0 36,718 △ 15,000 △ 21,718 

補正後額№ 款・項・目
新
規

事　　　業　　　名 概　　　　　　　　　　　　　要

「新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代交付金）」採択に伴う財源更正

補正前額 補 正 額

補 正 額 の 財 源 内 訳

「新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代交付金）」関連事業（財源更正）　　　　合　　　　計

(債)
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〇その他事務事業
【一般会計】 (単位 千円)

国　県
支出金

地方債
その他

一般財源
№ 款・項・目

新
規

事　　　業　　　名 概　　　　　　　　　　　　　要

5

3民生費
1)社会福祉費
(2)障がい者福祉費

2)児童福祉費
(2)おやこ福祉
　 総務費

新

医療費助成オンライン資格
確認化システム改修事業
　　　　　【障がい福祉課】
　　　【おやこ保健福祉課】

新
生成ＡＩ利活用推進事業
　　　　　　【情報政策課】

補正後額

13,607 

九州医療科学大学に入学する地元出身学生等に対する入学奨励金や同大学及び小田原短期大学延岡ス
クールの入学者への入学記念品について、支給対象者数が当初見込みより多かったため、所要の補正を
行う。

　＜入学金助成＞
　　・対象者数　当初見込 31名　→　実績見込 39名
　　・補助金　　2,400千円（８名×300千円）

　＜入学記念品＞
　  ①商品券支給委託料
　　・対象者数　当初見込 216名　→　実績見込 238名
　　・委 託 料　120千円（22名×５千円＋事務費10千円）
　　②地域ポイント発行手数料
　　・当初見込  54名　→　実績見込 74名
　　・手 数 料　110千円（20名×５千円×1.1）

10,977 2,630 2,630 

補正前額 補 正 額

補 正 額 の 財 源 内 訳

自治体ＤＸ推進事業
　　　　　　【情報政策課】

3,971 1,848 2,123 

4,333 

3,971 

専門家を交えた生成ＡＩ検討委員会にて検討を行った結果、個人情報等のセキュリティを確保するため
ＬＧＷＡＮから利用できる生成ＡＩを導入する方針が決定されたことから所要の予算を計上する。併せ
て、導入効果を高めるため職員研修やプロンプト(指示内容)の作成、活用支援等も行う。

　　電算委託料　3,300千円　　システム使用料　2,797千円　　報償費　13千円

6,110 0 

国が令和８年度からの全国的な運用を目指しているマイナンバーカードを活用した医療費助成のオンラ
イン資格確認について、延岡市医師会や延岡市歯科医師会、延岡市薬剤師会と協議を行い、今年度から
取り組む方向となったため、専門的な知見に基づく支援業務を実施する。

　　自治体ＤＸ推進支援委託料　5,990千円

10,323 

上記Ｎｏ３の事業と関連するが、本市において、延岡市医師会、延岡市歯科医師会、延岡市薬剤師会と
も協議の上、国が令和８年度からの全国的な運用を目指しているマイナンバーカードを活用した医療費
助成のオンライン資格確認について、先行実施する自治体に対して交付される国の補助金を活用して必
要なシステム改修を行う。

　＜対象業務及び所要経費＞
　　(1)障がい福祉課所管業務
　　　 自立支援医療（更生医療）制度、自立支援医療（育成医療）制度、重度心身障がい者医療費
　　　 助成制度、療養介護医療制度
　　　 システム改修委託料　2,442千円

　　(2)おやこ保健福祉課所管業務
　　　 子ども医療費助成制度、ひとり親家庭等医療費助成制度
　　　 システム改修委託料　1,254千円　　備品購入費　275千円（情報連携基盤との連携用ＰＣ）

0 

5,990 

6,110 

1
2総務費
1)総務管理費
(8)災害対策費

防災情報伝達システム整備
事業
　　　　【危機管理企画課】

2 (10)大学推進費

3 (11)電算管理費

令和７年度　６月補正予算　主要事業等内訳

9,691 4,500 5,191 10,406 715 

6,110 4

消防庁が所管するＪアラート（全国瞬時警報システム）について、新型受信機を整備するよう国から通
知があり、４月に当該受信機の概要が公表されたため、新型受信機への更新を行う。
　
　　備品購入費　9,691千円

大学を活かしたまちづくり
学生支援事業
　　　　　　　　【企画課】

5,990 

(債)
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【一般会計】 (単位 千円)

国　県
支出金

地方債
その他

一般財源
№ 款・項・目

新
規

事　　　業　　　名 概　　　　　　　　　　　　　要 補正後額補正前額 補 正 額

補 正 額 の 財 源 内 訳

7
2)児童福祉費
(4)子育て支援費

認定こども園運営事業
　　　　　【こども保育課】

県の補助制度を活用し、第２子の利用者負担金を軽減することにより、子育て世帯の経済的負担を軽減
し、子育て不安の解消につなげる。
　
　＜軽減内容＞
　　第２子の利用者負担金の１／２を軽減（県１／２、市１／２）
　
　　扶助費　18,028千円

0 31,054 31,054 31,054 

18,028 15,920 3,658,615 

6
(9)臨時特別給付金
　 支給事業費

物価高騰対応低所得者支援
給付金支給事業
　　　　【福祉給付対策室】

9
6農林水産業費
3)水産業費
(2)水産業振興費

地域こどもの生活支援強化
事業
　　　【おやこ保健福祉課】

新

8
(5)おやこ福祉
   支援費

国の「低所得者支援及び定額減税を補足する給付」支援策を受け、令和６年度に実施した「定額減税し
きれないと見込まれる方への給付（調整給付）」について、令和６年分所得税及び定額減税が確定した
結果を基に、不足額が生じた者等に対し支給する給付金及び事務費を計上する。

　＜支給対象者＞
　　(1)調整給付の算定に際し、令和５年所得等を基にした推計額（令和６年分推計所得税額）を用いて
       算定したことにより、令和６年分所得税額及び定額減税額確定後の本来給付すべき額と調整給付
       との間で差額が生じた者
　　(2)以下のいずれの要件も満たす者
　     ①所得税及び個人住民税所得割ともに定額減税前の税額が０円
　　 　②税制度上、扶養親族の対象外（青色事業専従者、事業専従者（白色）、合計所得金額48万円
　　　　 超の者)
　　 　③低所得世帯向け給付（令和５年度非課税給付金、令和６年度非課税給付金等）対象世帯の
         世帯主又は世帯員に該当していない
　＜支給額＞
　　(1)本来給付すべき所要額（１万円単位で切り上げ）から調整給付額を差し引いた額
　　(2)原則４万円

　　物価高騰対応低所得者支援給付金　　　469,870千円
    事務費（郵便料、印刷業務委託料等）　　8,802千円

漁業共同利用施設更新事業
　　　　　　　　【水産課】

507,594 478,672 478,672 

3,640,587 

30,700 

28,922 

国の補助金を活用し、こども食堂の運営やこども等の居場所づくりなどに補助金を交付することによっ
て、多様かつ複合的な困難を抱えるこどもたちが、安心安全で気軽に立ち寄ることができる食事等の提
供場所や居場所の運営を支援する。同時に、支援が必要なこどもを早期に発見し、適切な支援につなげ
る仕組みをつくることによって、こどもに対する地域の支援体制を強化する。

　＜補 助 先＞
　　公募による（令和７年度は10団体を想定）
　＜対象経費＞
　　食材や弁当の購入費用、会場使用料、学用品や日用品の購入、スタッフの報償費など必要な経費
　＜補 助 額＞
　　3,070千円 × 10団体 ＝ 30,700千円
　＜補 助 率＞　10／10（国２／３、市１／３）

　　補助金　30,700千円

新

水産業の維持・安定を図るため、県漁政対策委員会の決定に基づき、海面漁協の老朽化した漁業共同利
用施設の更新等を支援する。

　＜補 助 先＞　北浦漁協、延岡漁協
　＜補 助 率＞　10／10「種子島周辺漁業対策事業」
　＜対象事業＞　北浦漁協　　27,514千円（水揚げ荷捌き施設の改修）
　　　　　　　　延岡漁協　　 3,540千円（上架施設の改修）

　　補助金　31,054千円

0 30,700 10,234 

2,108 

20,466 
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【一般会計】 (単位 千円)

国　県
支出金

地方債
その他

一般財源
№ 款・項・目

新
規

事　　　業　　　名 概　　　　　　　　　　　　　要 補正後額補正前額 補 正 額

補 正 額 の 財 源 内 訳

13 (5)観光費 新

10

(3)地域開発推進費 新

延岡青年会議所九州コンファ
レンス開催支援事業
　　【商業・駅まち振興課】

(6)地域雇用推進費
ひなた暮らし実現応援事業
【人材政策・
　　　　　移住定住推進室】

11
7商工費
1)商工費
(2)商工振興費

新

12

水産業人材投資事業
　　　　　　　　【水産課】

延岡青年会議所が主管し開催する「九州コンファレンス2025」は九州管内の青年会議所会員約1,700名が
参加予定である上、基調講演やたから市（物産展）、防災フェスタなど、一般市民が参加できる催しも
多数企画されており、大きな経済効果が見込まれることから、開催に係る経費の一部を補助する。

　＜九州コンファレンス2025の概要＞
　　日程：令和７年８月22日(金)～24日(日)
　　会場：延岡総合文化センター、野口遵記念館、妙田公園
　　主催：公益社団法人日本青年会議所 九州地区協議会
　＜補助先＞ 一般社団法人　延岡青年会議所
　＜補助率＞ 補助対象経費の１／４　　上限500千円
　
　　補助金　500千円

0 

1,000 1,900 

709 709 

14

産業集積戦略調査事業
　　　　　　【工業振興課】

須美江家族旅行村内家屋調査
事業
　　　　　　【観光戦略課】

0 

新規独立・親元就業者からの補助申請が当初の予定より増加したため、補助金を増額する。
 
 【漁業経営開始型（就業後の支援）】
　＜補 助 先＞ 漁業等の新規就業者の内、自営独立就業者又は親元就業者
　＜補 助 率＞ 10／10（上限1,000千円）
　＜補助件数＞ １名 → ３名
　＜対象期間＞ 就業開始から１年間

　　補助金　2,000千円

ＴＳＭＣの熊本進出や九州中央道整備の進捗等の動きを本市のさらなる産業集積につなげるべく、県の
補助制度を活用して企業ニーズの把握や企業用地の確保等に必要な情報収集や測量等を実施する。

　　調査分析委託料　8,470千円

須美江海水浴場に面し民間事業者に貸し付けている本市所有地の一部について、令和６年度に行った地
質調査の結果、不同沈下が確認され、今後の土地の安全性が担保できないことから、令和７年度以降の
賃貸借契約が更新できなかった事業者（２者）との移転交渉を円滑に進めるため、建物の評価額算定を
行う。

　　不動産鑑定委託料　709千円

500 

31,793 

0 

7,500 

8,470 1,800 6,670 

709 

41,793 

3,000 2,000 100 

500 

10,000 

500 

8,470 

2,500 

新たに追加された県の補助制度を活用し、若者の地方移住をこれまで以上に促進するため、都市部にお
ける第２新卒者（新卒で就職したが、短期間で退職して再び就職活動をする者）の本市への移住と本市
内等での就業を支援するための補助を行う。また、県の補助制度を活用し、本市内等に就職する学生の
引越しに対する補助を強化する。

　＜延岡市若者ＵＩＪターン促進事業＞　※新規事業
　　〇対 象 者：三大都市圏等（東京圏、名古屋圏、大阪圏又は福岡県）在住１年以上
　　　　　　　　５年未満の若者（29歳以下）
　　〇支 援 額：300千円
　　〇負担割合：県３／４、市１／４
　　〇補 助 金：9,000千円（申請見込30人×300千円）
　
　＜地方就職学生支援事業（引越し支援分）＞
　　〇支 援 額：100千円　→　300千円
　　〇負担割合：県３／４、市１／４
　　〇補 助 金：1,000千円（５人×200千円（増額分））

　　補助金　10,000千円
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【一般会計】 (単位 千円)

国　県
支出金

地方債
その他

一般財源
№ 款・項・目

新
規

事　　　業　　　名 概　　　　　　　　　　　　　要 補正後額補正前額 補 正 額

補 正 額 の 財 源 内 訳

16
2)道路橋梁費
(2)道路維持費

19
10教育費
1)教育総務費
(1)教育委員会費

新

17 (3)道路新設改良費

18
3)河川費
(2)河川改修費

道路維持補修事業
　　　　　　　　【土木課】

新宮崎県体育館周辺の円滑な交通確保のために必要な桜小路野地線道路改良工事について、建設発生土
の運搬費や処理費の増、排水構造物の施工延長などが増となったことに伴い、工事請負費を増額する。
また、工事の支障となる信号柱について、管理者との協議の結果、市で移設を行うことになったため、
補償費から工事請負費への組替えなど、所要の補正を行う。

　　工事請負費　　19,000千円　　補償金　△11,500千円

桜小路野地線道路改良事業
　　　　　　　　【土木課】

79 

14,000 14,000 

本市の児童生徒が利用しているフリースクール等の民間施設における相談・指導の日数を指導要録上の
出席扱いとすることができるためには、各施設が市教育委員会の定めたガイドラインに沿って設置・運
営されているか確認し、認定する必要がある。各施設からの申請に対する判断を行うに当たり、有識者
からの意見を聴取する検討会議を開催するため、所要の経費を計上する。

　　報償費　49千円　　費用弁償　30千円

69,500 3,500 
臨時河川等整備事業
　　　　　　　　【土木課】

フリースクール等連携事業
　　　　　　【学校教育課】

34,232 

73,000 

市道市振宮野浦線において、北浦町漁協の移転に伴い交通量が増えることが見込まれるが、当該区間は
歩道幅員が狭く歩行者の通行に支障を来しており、更には通学路としての利用に加え、シニアカー等の
通路にもなっていることから、関係機関との協議を踏まえ、安全に通行できる幅員を確保する工事に必
要な予算を計上する。

　　工事請負費　14,000千円

65,720 

436,684 

79 0 

70,232 

450,684 

79 

2,335 10,212 

138,720 

92,500 

曽立地区浸水対策事業について、令和６年度工事を実施していく中で、ポンプ槽周辺における法面工事
やＬ字型擁壁工事などが必要になったことに伴い、工事請負費を増額する。また、電柱移設に伴う補償
や工事用道路の補修など、所要の補正を行う。

　　工事請負費　　　  64,000千円　　補償金　5,500千円　　修繕料　3,000千円
　　測量設計委託料　　　 500千円

85,000 7,500 3,750 3,400 350 

2,335 7,877 20 (3)教育振興費
ふるさと教育推進事業
　　　　　　【学校教育課】

中学生のキャリア教育の一環として、北浦中学校の生徒が国内外で豊富な実績を持つ有限会社チョコ
レートショップ（本社：福岡市）及び株式会社ABC Cooking Studioの指導の下、地元産米粉や塩などを
活用して特産品スイーツを商品開発し販売等を行うことで、地域の産業振興に貢献するとともに、自己
有用感や郷土愛、シビックプライドを育む。

　　業務委託料　2,335千円

15
8土木費
1)土木管理費
(2)建築指導費

木造住宅耐震化促進事業
　　　　　　【建築指導課】

令和７年１月に国の地震調査委員会が今後30年以内の南海トラフ地震の発生率を80％程度に引き上げる
ことを発表したことや、昨年の能登半島や宮崎県南部を震源とした地震の発生により住宅の耐震化につ
いて関心が高まったことから、当初の想定以上に木造住宅に係る耐震改修の補助申請が増加しており、
今後も更なる申請数の増加が見込まれることから、補助金を増額する。（国は令和12年までに耐震性が
不十分な住宅を概ね解消することを目標にしている。）

　　＜補助件数＞
　　　総合支援　改修：20件　→　50件
　
　　補助金　36,000千円

36,000 16,100 19,900 

(債)

(債)

(債)
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【一般会計】 (単位 千円)

国　県
支出金

地方債
その他

一般財源
№ 款・項・目

新
規

事　　　業　　　名 概　　　　　　　　　　　　　要 補正後額補正前額 補 正 額

補 正 額 の 財 源 内 訳

24
1議会費 ～
　　　　 10教育費

新
公用車カーナビ等受信料
支払い
　　　【管財課　他８課室】

0 2,819 2,819 2,819 

5)社会教育費
(1)社会教育総務費

新

23

延岡城跡魅力発信事業
　【文化財・市史編さん課】

1,900 

0 

575 

16,500 

763,233 

16,500 16,500 

71,986,078 

575 

6)保健体育費
(2)体育施設費

西階公園陸上競技場の耐震診断において、震度６強から７に達する程度の大規模の地震に対して「補強
が必要である」との判定結果が出されたことを受け、令和６年10月に「西階公園陸上競技場整備方向性
検討会」を設置して検討を進め、令和６年度末に今後の施設整備について、引き続き第２種公認陸上競
技場として整備するなどの方向性が取りまとめられた。その方向性に基づき、今年度「（仮称）西階公
園陸上競技場整備内容検討会」を設置し、より具体的な整備内容を検討し、施設整備の基本計画を策定
する。
　
　　計画策定委託料　16,500千円

一　　　般　　　会　　　計　　　　　　合　　　計

0 

延岡城跡３Ｄ復元プロジェクトに関する三桜電設株式会社との連携協定により制作された延岡城跡復元
想定ＣＧ動画を延岡駅西口街区ビル外部大型ビジョン、同ビル内ワイワイプレイラボ大型スクリーン及
び市内３か所の道の駅で放映し、市内外に広く城下町延岡の魅力を発信する。
　
　　広告料　　　278千円（延岡駅西口街区ビル外部大型ビジョン放映分）
　　設備使用料　297千円（延岡駅西口街区ビル内ワイワイプレイラボ大型スクリーン放映分）

　　            　そ　の　他　事　務　事　業　  　  　　概　要　掲　載　事　業　　　合　　　計  

西階公園陸上競技場整備基本
計画策定事業
【アスリートタウン推進課】

新

93,300 

1,900 

75,430 101,673 

577,210 

1,900 0 

22 (4)文化財保護費 新 575 

71,156,915 829,163 652,060 

自治公民館施設等整備助成
事業
　　　　　　【社会教育課】

　　            　そ　の　他　事　務　事　業　  　  　　  合　　　計  

自治宝くじコミュニティ助成事業を活用して、自治公民館の屋外放送設備の整備を助成し、防災力強化
や地域コミュニティ活性化を図る。

　　補助金　1,900千円（鹿小路公民館）

21

ＮＨＫからの要請を受け調査を行ったところ、カーナビ20台（うちリース車両分２台）、携帯電話20
台、合計40台について未契約となっていることが判明したため、必要な受信料を支払う。

　　テレビ聴視料　2,819千円
　　（令和７年度分　180千円、過年度分（平成20年２月～令和７年３月分）　2,639千円）

782,562 588,783 90,430 103,349 

92,723 

自治宝くじ助成金
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【企業会計】 (単位 千円)

国　県
支出金

地方債
その他

一般財源

1

水道事業
2水道事業費用
1)営業費用
3)特別損失

新
公用車カーナビ等受信料
支払い
　　　　　　　　【水道課】

0 416 416 416 

補正後額

ＮＨＫからの要請を受け調査を行ったところ、カーナビ２台について未契約となっていることが判明し
たため、必要な受信料を支払う。

　テレビ受信料　416千円
　（令和７年度分　15千円、過年度分（平成23年８月～令和７年３月分）　401千円）

№
会　計　名

款・項
新
規

事　　　業　　　名 概　　　　　　　　　　　　　要 補正前額 補 正 額

補 正 額 の 財 源 内 訳

企　　　業　　　会　　　計　　　　そ　の　他　事　務　事　業　　　　合　　　計 416 416 

水道料金等
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　(追　加)【一般会計】（追　加） (単位 千円)

令和７年度　６月補正予算　債務負担行為

№ 款 ・ 項 ・ 目 事　　　　　項 期　　　間 限  度  額

財　　　源　　　内　　　訳

債 務 負 担 行 為 を 設 定 す る 理 由
国 　 県
支 出 金

地 方 債
そ の 他

一 般 財 源

1
7商工費
1)商工費
(2)商工振興費

地域通貨「のべおかＣＯＩＮ」
運用委託事業費
　　　【商業・駅まち振興課】

令和 ８ 年度
～ 令和 12 年度

182,139 18,594 163,545 
地域通貨「のべおかＣＯＩＮ」の運用業務を委託するにあたり、令和７年度中にプ
ロポーザル方式で業者選定を行う必要があるとともに、契約期間が複数年度にわた
るため。
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【一般会計】 (単位 千円)

2 総 務 費 (10)
1) 総 務 管 理 費 大 学 推 進 費 大学入学支援補助金 2,400 

3 民 生 費 (5)
2) 児 童 福 祉 費 おやこ福祉支援費 地域こどもの生活支援強化事業補助金 30,700 

6 農 林 水 産 業 費 (2)
3) 水 産 業 費 水 産 業 振 興 費 漁業共同利用施設更新事業補助金 31,054 

33,054 水産業人材投資事業補助金 2,000 

7 商 工 費 (2)
1) 商 工 費 商 工 振 興 費 延岡青年会議所九州コンファレンス開催支援事業補助金 500 

8,640 特定創業支援補助金 2,000 

まちなか空き店舗対策補助金 3,140 

事業拡大・新分野進出・第二創業等支援事業補助金 3,000 

(6)
地 域 雇 用 推 進 費 地方就職学生支援事業補助金 1,000 

10,000 若者ＵＩＪターン促進事業補助金 9,000 

8 土 木 費 (2)
1) 土 木 管 理 費 建 築 指 導 費 木造住宅耐震総合支援補助金 36,000 

10 教 育 費 (1)
5) 社 会 教 育 費 社 会 教 育 総 務 費 自治公民館施設等整備助成事業補助金 1,900 

122,694 合　　　　　　　　　　計

負担金、補助金、交付金明細

款　・　項 目 事　　　　　　　　　　　　　項 金　　額
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